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1.  平成21年3月期第1四半期の業績（平成20年4月1日～平成20年6月30日） 

 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第1四半期 1,750 ― 2 ― △3 ― △46 ―
20年3月期第1四半期 1,912 0.4 △87 ― △98 ― △100 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益
円 銭 円 銭

21年3月期第1四半期 △3.22 ―
20年3月期第1四半期 △7.01 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第1四半期 15,658 13,803 88.2 958.64
20年3月期 16,102 13,951 86.6 968.92

（参考） 自己資本   21年3月期第1四半期  13,803百万円 20年3月期  13,951百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 7.50 ― 7.50 15.00
21年3月期 ― ――― ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― 7.50 ― 7.50 15.00

3.  平成21年3月期の業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期累計期間 4,120 ― 240 ― 220 ― 130 ― 9.03
通期 9,300 7.2 760 1.8 722 0.7 420 2.2 29.17

4.  その他 
(1) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。  

(2) 四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。  

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第1四半期  14,400,000株 20年3月期  14,400,000株
② 期末自己株式数 21年3月期第1四半期  1,200株 20年3月期  1,200株
③ 期中平均株式数（四半期累計期間） 21年3月期第1四半期  14,398,800株 20年3月期第1四半期  14,399,600株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
(1)本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
(2)当事業年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）
を適用しております。また、「四半期財務諸表等規則」に従い四半期財務諸表を作成しております。  
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定性的情報・財務諸表等 

１．経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期会計期間におけるわが国の経済は、サブプライムローン問題に端を発した米国景気

の減速と世界的な信用収縮、及び原油を始めとする原材料価格の高騰が続いていることから企業業

績を圧迫する原因となり、景気減速感が増してまいりました。 

 当社を取り巻く環境は、主要市場であります建設関連業界におきましては新規着工が減少に転じ

ており、鉄などの高騰ととともに厳しい経営環境が続いております。また例年、需要の低い時期で

あることと、民間設備投資もやや弱含みとなっており先行きの不透明感が強まりました。 

 このような状況のもとで当第１四半期の売上高は 17 億 50 百万円（前年同期比 8.5％減）となりま

した。主な製品分類別の状況は次のとおりであります。鋳鉄器材は外構関連製品が増加したものの

建築工事の減少から排水関連、設備関連製品が減少し、5億 81 百万円（同 16.4％減）となりました。

スチール機材は土木外構関連製品等全般に不振でありましたことから 3億 70 百万円（同 10.5％減）

となりました。製作金物は建築金物及び排水関連製品が減少したことから 6 億 46 百万円（同 6.6％

減）となりました。その他は建機向け製品が堅調な需要を背景に増加し 1億 51 百万円（同 36.3％増）

となりました。 

 利益につきましては、原材料価格が上昇、または高止まりしていることから、販売価格の維持と

生産における歩留まりの向上、コスト削減に努めてまいりました。その結果、売上総利益は前年同

期比 6.9％増となりました。また販売費及び一般管理費につきましては一部経費の発生時期のずれと

運賃等諸経費が低下しましたことから、営業利益は 2百万円（前年同期は 87 百万円の営業損失）と

なりました。営業外収支につきましても、受取利息等が増加しましたが、経常損失となり 3 百万円

（前年同期は 98 百万円の経常損失）の損失計上となりました。税引前四半期純損失は 4百万円（前

年同期は 98 百万円の税引前四半期純損失）となり、法人税等調整額を計上した結果、四半期純損失

は 46 百万円（前年同期は 1億円の四半期純損失）となりました。 

 

２．財政状態に関する定性的情報 

 当第１四半期会計期間末の財政状態は、総資産は前事業年度末に比べ 4億 44 百万円減少し 156 億

58 百万円となりました。 

 流動資産は、前事業年度末に比べ 5億円減少し 93 億 1百万円となりました。その主な要因は、売

上債権が売上高の減少により 3 億 3 百万円減少、有価証券が１年内償還予定の国債が償還により 3

億円減少したこと等によるものであります。 

 固定資産は、前事業年度末に比べ 55 百万円増加し 63 億 56 百万円となりました。その主な要因は、

有形固定資産が減価償却等により 60 百万円減少しましたが、投資その他の資産が１年超償還分の国

債の増加等により 1億 4百万円増加したこと等によるものであります。 

 負債は、前事業年度末に比べ 2億 96 百万円減少し 18 億 54 百万円となりました。その主な要因は、

決算納税により未払法人税等が 2億 65 百万円減少したこと等によるものであります。 

 純資産は、前事業年度末に比べ 1億 48 百万円減少し 138 億 3 百万円となりました。その主な要因

は、前事業年度の配当金の支払が 1億 7百万円、当第１四半期純損失が 46 百万円あったことによる

ものであります。 

 キャッシュ・フローにつきましては、当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物は 14

億 75 百万円となりました。 
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営業活動の結果、支出した資金は 1 億 1 百万円となりました。これは主に、売上債権の減少が 3

億 3 百万円ありましたが、たな卸資産の増加が 1 億 76 百万円、法人税等の支払が 2 億 63 百万円あ

ったこと等によるものであります。 

 投資活動の結果、得られた資金は 2 億 74 百万円となりました。これは主に、有価証券の償還が 4

億円あったこと等によるものであります。 

 財務活動の結果、支出した資金は 1 億 9 百万円となりました。これは主に、配当金の支払による

ものであります。 

 

３．業績予想に関する定性的情報 

 当第１四半期会計期間の業績は建築着工の減少もあり前年同期と比較して減収となりました。当

初より昨年施工された改正建築基準法の影響もあり工事の遅れ、あるいは見直し等、販売環境は低

位での推移が見込まれます。また収益環境も原材料価格が高騰を続けておりますことから厳しい状

況が続くものと予想されます。このような状況ではありますが販売体制、技術開発の強化を進め、

受注確保に努めるとともに需要開拓につなげてまいる所存でございます。 

 これらの状況を踏まえ、第２四半期、通期の業績予想としましては、現時点におきまして平成 20

年５月 16 日に公表しました業績予想は変更しておりません。 

 

４．その他 

(1) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

①一般債権の貸倒見積高の算定方法 

当第１四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前事業年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

 

②たな卸資産の評価方法 

 たな卸資産の簿価切下げは、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、

簿価切下げを行う方法によっております。 

 

③固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している固定資産の減価償却費については、当事業年度に係る年間の減価償却費の

額を期間按分する方法により算定しております。 

 

④経過勘定項目の算定方法 

 合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっております。 

 

⑤法人税等の算定方法 

 法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定

する方法によっております。 

 繰延資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等及び一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められる場合に、前事業年度末において使用した将来の業績予測やタ

ックス・プランニングを使用しております。 
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(2) 四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①当事業年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 12 号）及び「四半期財務

諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 14 号）を適用しております。 

また、「四半期財務諸表等規則」に従い四半期財務諸表を作成しております。 

 
②たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更 

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による原価法によっ

ておりましたが、当第１四半期会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第

９号 平成 18 年７月５日)が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価法(貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)により算定しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 
③リース取引に関する会計基準等の適用 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る会計処理によって

おりましたが、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第 13 号(平成５年６月 17 日(企業会計

審議会第一部会)、平成 19 年３月 30 日改正) ) 及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第 16 号(平成６年１月 18 日(日本公認会計士協会 会計制度委員会)、平成 19 年

３月 30 日改正) )が平成 20 年４月１日以後開始する事業年度に係る四半期財務諸表から適用するこ

とができることになったことに伴い、当第１四半期会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通

常の売買取引に係る会計処理によっております。 

また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

これによる損益に与える影響はなく、四半期キャッシュ・フロー計算書等に与える影響は軽微で

あります。 

 

④金型に係る会計処理の変更 

従来、鋳造製品の受注に際して請け負った鋳造製品製造用の金型については、外注製作費と売却

金額との差額を営業外収益として処理しておりましたが、当事業年度より、金型の売却金額を売上

高とし、外注製作費を金型に係る製造間接費とともに売上原価として処理する方法に変更しました。

これは、近年ＯＥＭ製品の受注・販売量が増加しており、製品販売の付随行為として金型販売が

不可欠となっていること、また、金型の製作にあたっては、ＯＥＭ先企業との打合せ、鋳造方法の

策定、外注先との打合せなど、鋳造の製造部門の関与が不可欠で、これらの作業には相応のノウハ

ウ、労力が要求されるため、金型完成までの工程にかかる費用は原価性を有すると考えられること

から、売却金額を売上高とし、外注製作費を金型に係る製造間接費とともに売上原価として処理す

る方法に変更したものであります。 

これにより、売上高が 5 百万円、売上原価が 4 百万円、売上総利益及び営業利益がそれぞれ 0 百

万円増加しましたが、経常損失及び税引前四半期純損失に及ぼす影響はありません。 
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（追加情報） 

有形固定資産の耐用年数の変更 

 当社の機械装置については、従来、耐用年数を 10～13 年としておりましたが、当第１四半期会計

期間より 9～10 年に変更しております。 

 この変更は、法人税法の改正を契機として資産の利用状況等を見直した結果、耐用年数を変更し

たものであります。 

これにより、売上総利益及び営業利益がそれぞれ 2 百万円減少し、経常損失及び税引前四半期純

損失が同額増加しております。 
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５．四半期財務諸表 

 

(1) 四半期貸借対照表 

（単位：百万円） 

当第 1 四半期 

会計期間末 

（平成 20 年 6 月 30 日） 

前会計年度に係る 

要約貸借対照表 

（平成 20 年 3 月 31 日） 
科 目 

金 額 金 額 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 5,925 5,961 
受取手形及び売掛金 1,448 1,751 
有価証券 100 400 
製品 1,051 925 

  原材料 586 542 
仕掛品 119 111 
その他 71 108 
貸倒引当金 △1 － 

流動資産合計 9,301 9,801 

固定資産   
有形固定資産   

  土地 1,735 1,735 
  その他（純額） 2,038 2,099 

  有形固定資産合計 3,774 3,834 

無形固定資産 19 7 

投資その他の資産   
  投資有価証券 2,101 1,993 
  その他 468 471 
  貸倒引当金 △6 △6 

  投資その他の資産合計 2,563 2,458 

固定資産合計 6,356 6,301 

資産合計 15,658 16,102 
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（単位：百万円） 

当第 1 四半期 

会計期間末 

（平成 20 年 6 月 30 日） 

前会計年度に係る 

要約貸借対照表 

（平成 20 年 3 月 31 日） 
科 目 

金 額 金 額 

負債の部   
流動負債   
買掛金 325 372 
未払法人税等 4 270 
賞与引当金 28 66 
その他 278 227 

  流動負債合計 636 936 

固定負債   
退職給付引当金 288 292 
役員退職慰労引当金 337 333 

  その他 591 588 

固定負債合計 1,217 1,214 

負債合計 1,854 2,151 

純資産の部   
株主資本   
資本金 1,820 1,820 
資本剰余金 1,320 1,320 
利益剰余金 10,624 10,778 
自己株式 △0 △0 

株主資本合計 13,763 13,918 

評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 39 33 

評価・換算差額等合計 39 33 

純資産合計 13,803 13,951 

負債純資産合計 15,658 16,102 
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(2) 四半期損益計算書 

（単位：百万円） 

当第 1 四半期累計期間 
（自 平成 20 年 4 月 1 日 

  至 平成 20 年 6 月 30 日）
科 目 

金 額 
売上高 1,750 
売上原価 1,183 
売上総利益 566 

販売費及び一般管理費  
 給料 153 
賞与引当金繰入額 17 
役員退職慰労引当金繰入額 4 
退職給付費用 △1 

 荷造運賃 120 
貸倒引当金繰入額 1 

 その他 267 
 販売費及び一般管理費合計 563 
営業利益 2 

営業外収益  
 受取利息 12 
 受取配当金 0 
 その他 7 
 営業外収益合計 20 
営業外費用  
 支払利息 4 
 売上割引 20 
 その他 1 
 営業外費用合計 26 
経常損失(△) △3 

特別損失  
 投資有価証券評価損 0 
その他 0 
特別損失合計 0 
税引前四半期純損失(△) △4 
法人税、住民税及び事業税 3 
法人税等調整額 38 
法人税等合計 42 
四半期純損失(△) △46 
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(2) 四半期キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円） 

  

当第 1四半期累計期間 

(自 平成 20 年４月１日 

 至 平成 20 年６月 30 日) 

区分 金 額 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純損失（△） △4  

 減価償却費 89  

 減損損失 0  

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 1  

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △3  

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3  

 賞与引当金の増減額（△は減少） △37  

 受取利息及び受取配当金（△は減少） △12  

 支払利息 4  

 投資有価証券評価損 0  

 売上債権の増減額（△は増加） 303  

 たな卸資産の増減額（△は増加） △176  

 仕入債務の増減額（△は減少） △47  

 その他 37  

 小計 157  

 利息及び配当金の受取額 4  

 法人税等の支払額 △263  

 営業活動によるキャッシュ・フロー △101  

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による収入 △200  

 定期預金の払戻による収入 300 

 有価証券の償還による収入 400  

 有形固定資産の取得による支出 △24  

 無形固定資産の取得による支出 △0  

 投資有価証券の取得による支出 △200  

 その他 △0 

 投資活動によるキャッシュ・フロー 274  

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 リース債務の返済による支出 △1 

 配当金の支払額 △108  

 財務活動によるキャッシュ・フロー △109  

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 64  

現金及び現金同等物の期首残高 1,411  

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,475  
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当会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 12 号）及び「四半期財務諸

表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 14 号）を適用しております。また、「四半

期財務諸表等規則」に従い四半期財務諸表を作成しております。 

 

(3) 継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

(4) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

該当事項はありません。 

 

 

【参考】 

（要約）前四半期損益計算書 

            （単位：百万円）  

前第 1 四半期累計期間 

（自 平成 19 年 4 月 1 日 

  至 平成 19 年 6 月 30 日）
科  目 

金  額 

Ⅰ 売上高 1,912  

Ⅱ 売上原価 1,382  
売上総利益 529  

Ⅲ 販売費及び一般管理費 616  

営業損失（Δ） Δ87  

Ⅳ 営業外収益 12  

Ⅴ 営業外費用 23  

経常損失（Δ） Δ98  

Ⅵ 特別利益 －  

Ⅶ 特別損失 0  

税引前四半期純損失（Δ） Δ98  

税金費用 2  

四半期純損失（Δ） Δ100  
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